
北海道告示第10589号

北海道が令和３年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和３年４月13日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その９）

補助金等を交付する事 交付申請書に添付 実績報告書に添付 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 すべき関係書類 すべき関係書類 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 限及び提出先 限の委任

１ 地域医療情報連携ネット 提出部数 正副２部

ワーク構築事業 提出期限 別に指示す

医療介護総合確保促進法 る日

に基づく北海道計画に基づ 提 出 先 保健福祉部

き、ICTを活用して切れ目 地域医療推

のない医療介護情報連携を 進局地域医

行い、継続した質の高い連 療課

携を図ること等を目的とし

て、予算の範囲内において

補助する。

(1) 地域医療情報連携ネ 市町村、病院 ア 地域医療情報連携ネットワーク ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 書類は、

ットワーク構築事業 又は診療所の設 構築事業に必要な委託料、医療機 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 総合振興局

者、医師会の他 器及び備品の購入費（取付工事料 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 又は振興局

知事が認る者（た を含む。ただし、補助対象者の施 他の収入金が 保福第１の20号様式 保福第33号様式 の保健環境

だし、右記のイに 設内のみの情報システムの導入若 あるときは、 保福第１の32号様式 別に指示する様式 部長又は地

係事業の場合は、 しくは現在導入しているシステム 補助金等の額 （申請者が地方公共 域保健室長

市町村、病院開設 の更新に係る経費又は在宅医療提 の算定に当た 団体である場合を除 を経由する

者、医師その他の 供体制強化事業費補助金で対象と り、当該寄附 く。） こと（札幌

知事が認める者に なる経費を除く。） 金その他の収 保福第33号様式 市 、 旭 川

限る。） イ 上記アの経費を対象として事 入金の控除 別に指示する様式 市、函館市

業を実施する事業者に対して、 等を行う。 及び小樽市

当該事業費を補助する場合にお の場合を除

ける当該補助に要する経費 く。）。

(2) 地域医療情報連携 市町村、病院又 地域医療情報連携ネットワーク導 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 書類は、

ネットワーク導入アド は診療所の開設 入アドバイザー事業に必要な委託 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 総合振興局



バイザー事業 者、医師会その他 料、報酬、報償費（謝金）、旅費 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 又は振興局

知事が認める者 他の収入金 保福第１の20号様式 保福第344号様式 の保健環境

があるとき 保福第１の32号様式 別に指示する様式 部長又は地

は、補助金 （申請者が地方公共 域保健室長

等の額の算 団体である場合を除 を経由する

定に当たり、 く。） こと（札幌

当該寄附金 保福第344号様式 市 、 旭 川

その他の収 別に指示する様式 市、函館市

入金の控除 及び小樽市

等を行う。 の場合を除

く。）。

(3) 防災用診療情報バッ 知事が認める 防災用診療情報バックアップ事業 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 書類は、

クアップ事業 病院の開設者 に必要な委託料、医療機器及び備品 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 総合振興局

の購入費（取付工事料を含む。ただ 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 又は振興局

し、補助対象者の施設内のみの情報 他の収入金が 保福第１の20号様式 保福第33号様式 の保健環境

システムの導入又は現在導入してい あるときは、 保福第１の32号様式 別に指示する様式 部長又は地

るシステムの更新に係る経費を除 補助金等の額 （申請者が地方公共 域保健室長

く。） の算定に当た 団体である場合を除 を経由する

り、当該寄附 く。） こと。（札幌

金その他の収 保福第33号様式 市 、 旭 川

入金の控除等 別に指示する様式 市、函館市

を行う。 及び小樽市

の場合を除

く。）

２ 在宅医療提供体制強化事 提出部数 正副２部 書類は、

業 提出期限 別に指示す 総合振興局

地域における在宅医療提 る日 又は振興局

供体制の強化を図るため、 提 出 先 保健福祉部 の保健環境

予算の範囲内で補助する。 地域医療推 部長又は地

進局地域医 域保健室長

療課 を経由する

こと。（札幌

市 、 小 樽

市、函館市

及び旭川市

の場合を除

く。）



(1) 在宅医療グループ診 医療機関、郡 事業に必要な報酬、給料、職員手 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

療運営事業 市医師会、市町 当等、共済費、賃金、報償費、旅 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

村 費、需用費（会食に要する経費を除 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

く。）、役務費、委託料、使用料及 他の収入金が 保福第１の20号様式 別に指示する様式

び賃借料 あるときは、 保福第１の32号様式

なお、在宅療養支援診療所又は在 補助金等の額 （申請者が市町村で

宅療養支援病院以外の病院・診療所 の算定に当た ある場合を除く。）

が補助対象者となる場合は、小児の り、当該寄附 別に指示する様式

在宅医療に係る経費のみを対象経費 金その他の収

とする。 入金の控除等

を行う。

(2) 在宅医療体制支援事 医療機関、郡 事業に必要な報酬、給料、職員手 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

業 市医師、市町村 当等、共済費、賃金、報償費、旅 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

費、需用費（会食に要する経費を除 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

く。）、役務費、委託料、使用料及 他の収入金が 保福第１の20号様式 別に指示する様式

び賃借料 あるときは、 保福第１の32号様式

補助金等の額 （申請者が市町村で

の算定に当た ある場合を除く。）

り、当該寄附 別に指示する様式

金その他の収

入金の控除等

を行う。

(3) 在宅医療推進事業 市町村 事業に必要な報酬、給料、職員手 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

当等、共済費、賃金、報償費、旅 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

費、需用費（会食に要する経費を除 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

く。）、役務費、委託料、使用料及 他の収入金が 保福第１の20号様式 別に指示する様式

び賃借料、備品購入費、負担金、補 あるときは、 別に指示する様式

助及び交付金 補助金等の額

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。

(4) 訪問診療用ポータブ 医療機関、郡 事業に必要な備品購入費 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

ル機器等整備事業 市医師会 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

他の収入金が 保福第１の20号様式 別に指示する様式



あるときは、 保福第１の32号様式

補助金等の額 別に指示する様式

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。

(5) 在宅医療多職種連携I 市町村、病院 ア 事業に必要な委託料、医療機器 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

CTネットワーク構築事 又は診療所の開 及び備品の購入費（取付工事料を 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

業 設者、医師会そ 含む。ただし補助対象者の施設内 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

の他知事が認め のみの情報システムの導入若しく 他の収入金が 保福第１の20号様式 保福第33号様式

る者（ただし、 は現在導入しているシステムの更 あるときは、 保福第１の32号様式 別に指示する様式

右記のイに係る 新に係る経費又は、地域医療情報 補助金等の額 （申請者が市町村で

事業の場合は、 連携ネットワーク構築事業費補助 の算定に当た ある場合を除く。）

市町村、病院の 金で対象となる経費を除く。） り、当該寄附 保福第33号様式

開設者、医師会 イ 上記アの経費を対象として事業 金その他の収 別に指示する様式

その他の知事が を実施する事業者に対して、当該 入金の控除等

認 め る 者 に 限 事業費を補助する場合における当 を行う。

る。） 該補助に要する経費

(6) 在宅医療多職種連携I 市町村、病院 事業に必要な委託料、報酬、報償 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

CTネットワーク導入ア 又は診療所の開 費（謝金）、旅費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

ドバイザー事業 設者、医師会そ 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

の他知事が認め 他の収入金が 保福第１の20号様式 保福第344号様式

る者 あるときは、 保福第１の32号様式 別に指示する様式

補助金等の額 （申請者が市町村で

の算定に当た ある場合を除く。）

り、当該寄附 保福第344号様式

金その他の収 別に指示する様式

入金の控除等

を行う。


